
海外農業農村地球環境問題等調査事業
【１２５（１６０）百万円】

対策のポイント
開発途上国における地球規模の課題等の解決に貢献するため、気候変動へ

の適応策・緩和策やアフリカの貧困削減のための技術・手法を開発します。

＜背景／課題＞
開発途上国における課題は、食料安全保障に加えて、地球環境問題などグロー・近年、

しており、対応に必要な技術や手法も多様化・高度化しています。バル化・複雑化
・我が国は国連気候変動首脳会合等において、気候変動への適応や生物多様性の保全に

対する開発途上国への支援を表明しています。
今後10年間のアフリカでのコメ生・2008年の第４回アフリカ開発会議（TICADⅣ）で、

を打ち出すなどアフリカへの支援を積極的に取り組むことを産量の倍増に向けた支援
宣言しました。

政策目標
本事業の調査により開発した技術・手法についてのマニュアルが普及され

た国数 (０ヶ国（平成24年度）→19ヶ国(平成32年度))

＜主な内容＞
１．地域資源利活用型農業農村開発検討調査

再生可能エネルギーの導入など、温室効果ガスの削減に貢献できる持続可能な農
生物多様性の保業農村開発、及び農業と林業を結びつけた循環型農業の導入など、

全や自然資源の持続的な利用を可能とする農業農村開発を普及するための手法を確
します。立

２．農村防災計画検討調査
気候変動に適応した防災開発途上国の農村における防災効果を向上させるため、

します。に対する体制整備や農村防災計画を作成する手法を開発

３．地下水制御による農地塩害対策調査
するため、地下水制御システムを活用した排水技術を確農地への塩類集積を抑制

立するとともに、GISを活用した広域的なモニタリングシステムを構築します。

４．アフリカ稲作普及促進整備調査
アフリカのコメ生産を増大 中小規模ため池の開発による水源の確保させるため、

します。や効率的な水利用に向けた技術・手法を確立

補助率：定額
委託先：民間団体等

事業実施期間： １の事業 平成２４年度～平成２８年度
２～４の事業 平成２５年度～平成２９年度

〔お問い合わせ先：農村振興局設計課 （０３－３５９５－６３３９ 〕）



海外農業農村地球環境問題等調査事業 （農林水産省農村振興局設計課）
(地域資源利活用型農業農村開発検討調査)

○ 再生可能エネルギーの導入やエネルギー効率の改善を図ることにより、生活改善や所得の
向上及び気候変動の緩和に貢献。

○ CDM等の活用により、途上国における農業農村開発プログラムの持続性の確保と温室効果
ガス削減への取組みの促進を図り、我が国の排出量取引へ貢献。

○ 小水力発電施設等、我が国の技術・製品の海外展開を促進。
○ 地域の特性に応じた自然との共生と生活の向上が両立した農業農村開発手法を開発する

ことにより、SATOYAMAイニシアティブの国際的な普及推進に貢献。

背景・課題

AA

事業内容

＜気候変動の緩和＞
○再生可能エネルギーの導入
○エネルギー効率の改善

＜生物多様性の保全＞
○農業と林業を結びつけた循環型農業
○多様な主体の参加による環境保全

農業農村開発における
地域資源の利活用

水、太陽光、大気（窒素）、家畜の糞尿、作物
残さ、土壌、樹木、・・・

SATOYAMAモデル（例）

池

居住区

－－－－－
農地

－－－－－

林地

穀物
倉庫

家畜
小屋

家屋

－－－－
農地

－－－－
堆肥穴

対策のポイント

植林のための
苗作り

農業と林業を
結びつけた
循環型農業

「国連気候変動首脳会合（2009年9月）」
- 気候変動に対する開発途上国支援を発表

「生物多様性条約会議（COP10） （2010年10月）」
- 名古屋議定書の中で、生物多様性の保全のための途上国支援を発表
- SATOYAMAイニシアティブが我が国より提唱

小水力発電

ソーラークッカー 改良かまど

家畜糞尿を原料とする
燃料ブロックの製造

※CDM（クリーン開発メカニズム）：開発途上国への技術・資金等の支援による排出削減量を先進国の削減量として計上する制度。



海外農業農村地球環境問題等調査事業（農林水産省農村振興局設計課）
（農村防災計画検討調査）

○2010年に発生した世界の自然災害373件において死者行方不明者の約90%が開発途上国。
○2011年に東南アジアで大洪水が発生。
○開発途上国の農村における防災対策はほとんど進んでいない。
○我が国は途上国の防災対策支援を推進するための技術・知見を有している。

背景・現状

○防災に対する住民意識の醸成を図るための体制整備や気候変動による影響を考慮した農村防
災計画を作成。

○開発途上国の農村における農業生産環境の持続的な維持に寄与し、経済発展の後押しを図る
とともに、世界及び我が国の食料安全保障に貢献。

目的
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ソフト対策

ハード対策

災害復旧・復興

災害応急対策

災害予防

地方政府の体制整備

防災訓練

防災知識の教育・普及活動

ハザードマップの作成
（基図作成を含む）

防災を考慮した施設整備

避難所・経路の整備

排水路の浚渫・改修

洪水予警報設備

一時貯留地の開発

物資の調達・備蓄

防災計画の見直し

復興計画の策定

救助活動計画・実施

災害復旧事業の実施

老朽施設の改修

緊急連絡網の整備

観測施設設置（雨量・流量）

応急復旧

水路法面補強
（タイ）

洪水後の法面保護
（土嚢設置）
（ラオス）

防災対策のポイント

防災実施体制の整備

住民意識の醸成

農村防災計画作成

※地域条件にあわせ防災ツー
ルの優先順位を決定。

気候変動への適応



農地単位による対策 排水ブロック単位による対策

○世界の灌漑面積の25%に相当する約6000万haで塩類集積が発生。
○塩類集積により毎年100万haを超える農地が耕作放棄地化。

○中央アジアの灌漑農地では、低い肥沃度に加え、灌漑用水からの塩分流入・蓄積や排水不良
等による地下水位上昇のため塩類集積が発生。

○世界の灌漑面積の25%に相当する約6000万haで塩類集積が発生。
○塩類集積により毎年100万haを超える農地が耕作放棄地化。

○中央アジアの灌漑農地では、低い肥沃度に加え、灌漑用水からの塩分流入・蓄積や排水不良
等による地下水位上昇のため塩類集積が発生。

背景・現状

課題（塩類集積の発生メカニズム）

地下水位の上昇

農地 農地 農地 農地

農地 農地 農地 農地

堰

排水不良

過剰な灌漑

灌漑用水からの
塩分流入・蓄積

塩類集積

塩類集積状況

対策

地下水位制御システムを活用
した地下水位の低下

節水灌漑（畝間灌漑）

圃場の均平化及びリーチン
グによる除塩

要因①
要因②

GIS技術を活用した対策

広域的な流入量及び塩類集積モニタリング 時系列・季節変動データのモニタリング

排水路の浚渫

海外農業農村地球環境問題等調査事業（農林水産省農村振興局設計課）
（地下水制御による農地塩害対策調査）

GISを活用して広

域的にモニタリン
グ

節水技術の確立 排水技術の確立

排水ブロック単位での排
水技術の確立

地下水位制御システム
を活用した排水

これまでの調査

世界及び我が国の食料安全保障を確保。世界及び我が国の食料安全保障を確保。



海外農業農村地球環境問題等調査事業（農林水産省農村振興局設計課）
（アフリカ稲作普及促進整備調査）

○食料不足が予想されるアフリカ諸国で、急務であるコメの増産を図り、世界及び我が国の食料
安全保障を確保。

○TICAD IVにおいて、我が国がコミットしているコメ生産量の倍増の達成に貢献。

○食料不足が予想されるアフリカ諸国で、急務であるコメの増産を図り、世界及び我が国の食料
安全保障を確保。

○TICAD IVにおいて、我が国がコミットしているコメ生産量の倍増の達成に貢献。

アフリカ諸国におけるコメ増産のための課題

・中小規模ため池の築造技術の開発

・水管理組織の適切なあり方をとりまとめ
・施設の維持管理手法及び水管理手法の開発

南南協力活用等による技術普及

収穫後の収量確保

農業機械の適正管理

（１）モデル地区において、天水低湿地及び天水畑地を対象として、気候変動に
よる降雨パターンの変化にも即応でき、水資源の開発が容易かつ短期で
可能な中小規模ため池の築造技術を開発する。

（２）水管理組織の適切なあり方を手法としてとりまとめ、地域に適した施設の
維持管理手法及び水管理手法を開発する。

（３）上記（１）及び（２）によって開発された技術・手法についてマニュアル案を作
成し、別地区での実証調査を通じて、最終的なマニュアルをとりまとめる。

（４）事業途中において、事業成果を効果的に周辺各国へ周知するためのセミ
ナーを開催する。

小規模ため池の築造

水管理

事業内容

農業機械の管理・補修体制

ポストハーベスティング技術

技術移転

効率的な水利用

水資源の確保

10年間でコメ生産量を1400万トンから2800万トンに倍増

栽培環境別
アプローチ

南南協力
アプローチ

人材育成
アプローチ

バリューチェーン
アプローチ

TICADⅣにおける目標達成のためのアプローチ

灌漑水田

既存施設のリハビリ、
水利組合強化等

天水低湿地
稲作開発モデル
の確立と普及

天水畑地
ネリカの普及

目標

アプローチ

対策

課題 対策


